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(57)【要約】
　本発明は、第１区画室及び中央仕切りで前記第１区画
室から分離されている第２区画室を有し、かつ、その前
面及び後面が開放されている本体と、前記本体の第１区
画室に装着される冷房ユニットと、前記本体の第２区画
室に装着される暖房ユニットと、前記本体を支持する脚
部と、前記本体の前面縁部に取り付けられて空気の入出
流量を減少させる保熱カバーと、前記保熱カバーに取り
付けられて前記保熱カバーを支持する支持体と、前記支
持体の下端部及び前記脚部に取り付けられて前記就寝装
置の移動に役立つホイールと、を含む冷暖房就寝装置に
関し、本発明は部屋を局所的に冷暖房することで冷暖房
コストを削減することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　暖房器または冷房器を有する就寝装置であって、第１区画室及び中央仕切りで前記第１
区画室から分離されている第２区画室を有し、その前面及び後面が開放している本体と、
前記本体の第１区画室に装着される冷房ユニットと、前記本体の第２区画室に装着される
暖房ユニットと、前記本体を支持する脚部と、前記本体の前面縁部に取り付けられて空気
の入出流量を減少させる保熱カバーと、前記保熱カバーに取り付けられて前記保熱カバー
を支持する支持体と、前記支持体の下端部及び前記脚部に取り付けられて前記就寝装置の
移動に役立つホイールと、を備えたことを特徴とする暖房器または冷房器を有する就寝装
置。
【請求項２】
　空気を浄化するフィルターが前記本体の前面及び後面に設けられることを特徴とする請
求項１記載の暖房器または冷房器を有する暖房器または冷房器を有する就寝装置。
【請求項３】
　前記本体の前面に位置付けられ、かつ、前記冷房ユニット及び前記暖房ユニットから流
出してくる空気量を調整するための複数の孔を有する空気調整板と、前記空気調整板に設
けられた前記孔のサイズを調整する補助板と、からなることを特徴とする 請求項１記載
の暖房器または冷房器を有する就寝装置。
【請求項４】
　前記脚部及び前記支持体のそれぞれが、床に接する中空支持部と、前記中空支持部に挿
入される高さ調整部と、前記支持部及び前記高さ調整部を前記支持部及び前記高さ調整部
の組み合わせ部で固定する固定部材と、を含むことを特徴とする請求項１記載の暖房器ま
たは冷房器を有する就寝装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は冷暖房就寝装置に関し、具体的には、部屋を局所的に冷暖房することで冷暖房
コストを削減することもできる移動可能な冷暖房就寝装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　身体的な疲労は睡眠中に癒すこともできるが、睡眠の質は就寝環境と条件によって異な
る。快適な睡眠環境は疲労の回復に役立ち、特に温度と湿度は睡眠中の疲労回復度に相当
に影響する。従来、快適な環境を提供する室内用冷房機や暖房機に加えて冷風送風機、冷
却ファン、電気ブランケット、電熱器、加湿器などの補助冷暖房装置が就寝時の室内温度
を調整するために用いられてきた。また、暖気を導入することで局所的な温度調整を行え
るベッドも公知である。かかるベッドでは人体の各部に応じて温度を別々に調整すること
もできるが、かかるベッドは複雑な構造を持つ上に有害な電磁波を放射するので、睡眠の
質を低下させる。
【０００３】
　加えて、冷房または暖房のために冷水や熱水を循環する方法を採用する冷房機または暖
房機では、マットレスやベッドの内部に設置される配管に水を継続して循環させるので、
悪臭を生じる可能性もある廃棄物がパイプ内に蓄積される。
【０００４】
　韓国実用新案登録番号第２０-３２２０６号では、空気排出孔及び中央カーテン１７を
有する保熱カバーと、本体２と内部本体３の間に前記保熱ベッドの一端に近接して配設さ
れる前記保熱カバーの受け入れスペースと、溝の内壁に配設されるガイド部材と、前記保
熱カバーの支持体材の端部に位置付けられるローラーと、左側支持部材の一端に位置付け
られる回転支持部材と、各支持部材に位置付けられ、かつ「Ｘ」字形状の伸張可能部材と
、からなることを特徴とする保熱ベッドを含む保熱ベッドが開示されているが、かかる保
熱ベッドでは、その本体が前記ベッドと一体的に形成されるので、その本体自体を前記ベ
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ッドから分離することができないので、前記ベッドは広範なスペースを占めるため、部屋
との調和を図ることが困難であるという点に欠点がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記問題点を克服するために創作され、本発明の目的は、部屋を局所的に冷暖
房することで冷暖房コストを削減することもできる就寝装置を提供することにある。
【０００６】
　また、前記就寝装置は、その容易な高さ調整と簡便な移動によって、使用者が床で就寝
するときでもベッドで就寝するときでさえも使用することができる。
【０００７】
　前記就寝装置は、不使用時にその保熱カバーを折り畳んで他の場所に片付けることもで
きる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明は冷暖房就寝装置を提供する。本発明の冷暖房就寝装
置は、第１区画室及び中央仕切りで前記第１区画室から分離されている第２区画室を有し
、かつ、その前面及び後面が開放されている本体と、前記本体の第１区画室に装着される
冷房ユニットと、前記本体の第２区画室に装着される暖房ユニットと、前記本体を支持す
る脚部と、前記本体の前面縁部に取り付けられて空気の入出流量を減少させる保熱カバー
と、前記保熱カバーに取り付けられて前記保熱カバーを支持する支持体と、前記支持体の
下端部及び前記脚部に取り付けられて前記就寝装置の移動に役立つホイールと、を含む。
【０００９】
　前記冷暖房就寝装置には、空気を浄化するために前記本体の前面及び後面に設けられる
フィルターをさらに含むことができる。
【００１０】
　前記冷暖房就寝装置は、前記本体の前面に設けられるとともに前記冷房ユニット及び前
記暖房ユニットから流出してくる空気量を調整するための複数の気孔を有する空気調整板
と、前記空気調整板に設けられた前記気孔サイズを調整する補助板と、をさらに含むこと
ができる。
【００１１】
　前記脚部及び前記支持体のそれぞれには、床に接する中空支持部と、前記中空支持部に
挿入される高さ調整部と、前記支持部及び前記高さ調整部を前記支持部及び前記高さ調整
部の組み合わせ部で固定する固定部材と、を含むことができる。
【発明の効果】
【００１２】
　上記のように、本発明の実施例に係る就寝装置は、部屋を局所的に冷暖房することで冷
暖房コストを削減することができる。
【００１３】
　また、前記就寝装置は、その容易な高さ調整と簡便な移動によって、使用者が床で就寝
するときも、ベッドで就寝するときも使用することができる。
【００１４】
　前記就寝装置は不使用時にその保熱カバーを折り畳んで他の場所に片付けることもでき
る。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施例を添付図面を参照してより詳細に説明するが、同様の部材は同様
の符号を付してある。
【００１６】
　図１は本発明の実施例に係る冷暖房就寝装置を説明する斜視図であり、図２は本発明の
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実施例を説明する斜視図であり、図３は本発明の実施例に係る本体を説明する構成図であ
り、図４は本発明の実施例に係る本体の内部を説明する構成図であり、図５は本発明の実
施例に係る空気調整板を説明する構成図である。さらに、図６は本発明の実施例に係る脚
部及び支持体を説明する構成図である。
【００１７】
　本体１００には、図４に示すように、中央仕切り１１０で互いに分離されている第１区
画室１２０及び第２区画室１３０が含まれ、前記第１区画室には冷房ユニット１２１が装
着され、前記第２区画室には暖房ユニット１３１が装着され、保熱カバー１６０が前記本
体１００の前面を覆って空気の入出流量を減少させる。
【００１８】
　複数の支持体１８０は前記保熱カバー１６０に取り付けられて前記保熱カバーの形状を
維持し、前記支持体１８０には中空支持部１８１と支持体高さ調整部１８２とが含まれ、
前記支持体高さ調整部１８２はその下端部に近接して高さ調整用の複数の孔を有し、前記
支持部１８１はその上端部に近接して高さ調整用の複数の孔を有し、前記支持体高さ調整
部１８２は前記中空支持部１８１に挿入される。そこで、前記支持体１８０は前記支持体
の支持部１８１の孔に挿入される支持体固定部材１８３と互いに重なり合って前記支持体
の支持部１８１及び前記支持体高さ調整部１８２を固定する前記支持体高さ調整部１８２
の孔をさらに含むことができる。加えて、前記支持体ホイール１９２は前記支持体の支持
部１８１の端部に取り付けられ、図１に示すように、前記保熱カバー１６０の折り畳み/
展開を可能にする。図１に示したのは、前記保熱カバー１６０を就寝用に展開した本発明
の例示的実施形態である。図１を参照すると、低消費電力で睡眠に最適な温度を維持でき
るように、前記冷房ユニットまたは暖房ユニットで生成された冷気や暖気が前記保熱カバ
ー１６０内に長時間滞まることを可能にする。前記保熱カバー１６０は前記本体１００の
前面縁部に取り付けられている。加えて、図３に示すように、前記本体１００に対向して
位置付けられている前記保熱カバー１６０は、使用者が就寝時に前記保熱カバー１６０の
外側に頭を突き出せる開口部分を有することができ、前記保熱カバー１６０内で発生する
空気循環は室温と前記保熱カバー１６０内温度との間の温度差の急変を防止することがで
きるので、優れた就寝環境を得ることができる。
【００１９】
　さらに、前記本体１００には前記本体１００を支持する脚部１７０が含まれ、前記脚部
１７０は、前記支持体１８０と同様に、中空支持部、支持体高さ調整部、及び図６に示し
た前記支持体１８０と同様の脚固定部材で構成され、前記中空支持部には上部と下部があ
り、前記上部は複数の孔を有し、ホイール本体１９１が前記下部に取り付けられ、前記支
持体高さ調整部はその下部に複数の孔を有し、前記脚固定部材は前記中空支持部の孔と前
記高さ調整部の孔とに互いに重なり合って挿入されて前記脚部支持体と前記支持体調整部
を固定し、それによって前記脚部１７０の高さを調節することもできる。また、前記支持
体１８０と前記脚部１７０とに取り付けられる前記ホイール１９２と１９１は前記本体１
００の移動を可能にするので、前記就寝装置は不使用時に他の場所に片付けることができ
る。さらに、前記脚部１７０の高さと前記支持体１８０の高さとを調節することができる
ので、前記就寝装置は使用者がベッドで就寝せずに床で就寝するときも使用可能である。
【００２０】
　図４を参照すると、前記本体１００は空気を浄化するため、その前面と後面にフィルタ
ーをさらに含むことができ、前記フィルターには前フィルター１４１と後フィルター１４
２が含まれ、前記前フィルターは、前記保熱カバー１６０内に流入する冷却または加熱さ
れた空気を浄化するため前記本体１００の前面に設けられ、前記後フィルター１４２は前
記冷房ユニット１２１及び前記暖房ユニット１３１内に流入する空気を浄化するため前記
本体１００の後面に設けられるので、前記後フィルター１４２は前記冷房ユニット１２１
及び前記暖房ユニット１３１の耐久性を高めることができるとともに室内の空気を浄化す
ることができる。
【００２１】
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　空気調整板１５０が前記本体１００の前面の前に配置されており、図４に示すように、
前記空気調整板１５０は複数の孔１５１を有し、前記冷房ユニット１２１及び前記暖房ユ
ニット１３１から流出してくる空気は前記孔１５１を通過しながら循環するので、前記冷
房ユニット１２１及び前記暖房ユニット１３１から空気が流出する時点と、その空気が使
用者の皮膚に達する時点との間に一定の時間間隔が生じる。この時間間隔は使用者の皮膚
が容易に乾燥することを防止するとともに前記保熱カバー１６０内の温度を一定に保つ役
割を果たす。
【００２２】
　前記空気調整板１５０は、前記孔１５１のサイズを調整する補助板１５２をさらに含む
ことができ、前記保熱カバー１６０内の温度を速やかに調整することを所望する場合には
、前記補助板１５２を開口状態に保って流動空気量を増加させることができる。
【００２３】
　前述の実施形態と利点は単に例示的なものであり、本発明を限定するものと解釈される
べきではなく、これは他の機器・装置に容易に適用することが可能であり、前述の実施形
態の説明は例示することを目的としたものに過ぎず、特許請求の範囲を限定するものでは
なく、当業者であれば、多様な代替形態、変更形態、及び変形形態が可能であることは明
らかであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】図１は本発明の実施例に係る冷暖房就寝装置を説明する斜視図である。
【００２５】
【図２】図２は本発明の実施例を説明する斜視図である。
【００２６】
【図３】図３は本発明の実施例に係る本体を説明する構成図である。
【００２７】
【図４】図４は本発明の実施例に係る本体の内部の構成を説明する構成図である。
【００２８】
【図５】図５は本発明の実施例に係る空気調整板を説明する構成図である。
【００２９】
【図６】図６は本発明の実施例に係る脚部及び支持体を説明する構成図である。
【符号の説明】
【００３０】
１００　　　本体
１１０　　　中央仕切り
１２０　　　第１区画室
１３０　　　第２区画室
１２１　　　冷房ユニット
１３１　　　暖房ユニット
１４１　　　前フィルター
１４２　　　後フィルター
１５０　　　空気調整板
１５１　　　孔
１５２　　　補助板
１７０　　　脚部
１８０　　　支持体
１８１　　　中空支持部
１８２　　　支持体高さ調整部
１８３　　　支持体固定部材
１９１　　　ホイール本体
１９２　　　支持体ホイール
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【国際調査報告】
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